













Revitalization of Nuclear Disaster Areas and 
an Interim Storage Facility: 




 In revitalizing nuclear disaster areas, dealing with a large amount of waste contaminated with 
radioactive materials is an inevitable task. This paper clarifies the framework of a polluted waste disposal 
policy and problems associated with a project involving construction of an interim storage facility for thirty 
years’ storage of waste with a high degree of pollution in Fukushima. In conclusion, necessary ideas for 
dealing with problems based on the consensus of residents living over a large area are presented.
 Construction of the interim storage facility is not only an additional harm to residents of the planned 
site, but also a cause of conflicts with other community residents seeking a quick discharge of waste. 
Moreover, the strategy for final disposal outside Fukushima Prefecture after thirty years is not established 
at all, and there is great uncertainty about the site's use after the interim storage period. The Ministry of 
the Environment, the implementing entity of the project, expects that most of the waste will be recyclable 
due to the reduction in contaminant concentration. But, in many municipalities, even wastes at low 
concentration cannot be disposed of due to considerations involving residents.
 The responsibility of Tokyo Electric Power Company (TEPCO), which generated contaminated 
waste, creating victims in a broad sense, is left ambiguous. Meanwhile, the interim storage tends to be 
underestimated as a problem of only Fukushima and landowners. However, considering future disposal 
or recycling of contaminated waste, “Designated Waste” generated outside Fukushima, and the ongoing 
selection of candidate sites for the final disposal of high-level radioactive waste, it is obvious that the 
challenge of measures against contaminated waste is neither local nor temporary. In order to promote 
coping with contaminated waste based on a democratic agreement, it is necessary to prepare a wide area 
consultation framework with reference to the multistep consensus building process outlined by the Science 
Council of Japan.
Keywords: Fukushima Daiichi nuclear disaster, Act on Special Measures concerning the Handling of 
Radioactive Pollution, nuclear waste, interim storage facility, consensus building






























































































































2015; 大塚，2013; 2015; 田中，2014）。この隙
間を埋め、除染と汚染廃棄物処理の法的枠組みを
定めたのが、2011 年 8 月 26 日に民主党・自由
民主党・公明党の協議に基づく議員立法によって
成立した、放射性物質汚染対処特措法である。ま






































































年度内に設置場所を選定、15 年 1 月に除染土壌
などの搬入を開始するとした（環境省，2011e）。
国は 12 月に県と双葉郡 8 市町村に対し施設の設






13 年 4 月から大熊町と楢葉町で、10 月から双葉
町で開始された。
















































大熊町は 6 月に受け入れを決め、7 月から搬入が
行なわれている。双葉町は 8 月に一時使用として
容認する方針を決定した。
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おり、11 月 15 日には、契約済みの用地など計
14ha の敷地で主要施設の建設が着工された。当
初は 14 年夏に着工する予定であったため、用地 図 2　中間貯蔵施設の建設予定地










2013年 9月 4日 国が中間貯蔵施設等福島現地推進本部を設置
12月 14日 国が中間貯蔵施設の建設計画と指定廃棄物の最終処分計画を県と4町に提示




















出所：『朝日新聞』2016 年 11 月 15 日付より作成
表 1　中間貯蔵計画の経過






量 6 万㎥の土壌貯蔵施設が両町に 1 箇所ずつであ
り、17 年 1 月以降に分別施設の稼働を始め、同
年秋ごろに貯蔵施設の運用を開始する見込みと














































1,260 万㎥、仮置き場は県内全体で 1,100 箇所、
仮置き場にも搬入できず学校や民家周辺などに置
かれたままの「現場保管」は 14 万 5,440 箇所に






















に保管されており、その総量は 2015 年 12 月末
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時点の 12 都県合計で約 17 万トンにおよぶ。そ
のうち約 2.8 万トンが福島県を除く他都県で保管
されている。福島県内では 10 万 Bq/kg を超え
る濃度のものは中間貯蔵施設に搬入されるため、




































































いる。用地交渉は 2014 年 9 月から本格化された
が、15 年 8 月までの約 1 年間で売買契約に至っ
たのは 7 人のみであった。環境省は用地交渉の加
速化を図るため担当者の増員を図っており、16
年度は 110 人体制で交渉に当たっている。16 年
3 月に同省が示した見通しでは、20 年度までに
確保できる用地は 640 ～ 1,150ha 程度（最大で
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原発事故被災地の再生と中間貯蔵施設
予定地全体の 7 割）、運び込める汚染土は 500 万




けた調査への承諾を得ているが、16 年 11 月末の
時点で土地売買か地上権設定の契約に至った地権
者は 517 人、取得用地面積は 204ha であり、予
定地面積の 12.8％にとどまっている（図 3、図 4）。
　そもそも不動産取引に詳しくない多くの地権者
にとっては、国と個別に交渉すること自体に困
難が伴う。そこで 2014 年 12 月に発足し地権者
図 3　中間貯蔵施設の用地取得状況の推移
図 4　地権者交渉の流れと状況（2016 年 11 月末時点）
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約 100 人が参加する「30 年中間貯蔵施設地権者






かも確約しておらず、15 年 9 月の団体交渉では、
所有者が希望しても原状に復して返還できない場
合があるとの見解を示したとされる（『福島民友』








求めた（『福島民報』2015 年 12 月 7 日付）。こ




























2016 年 4 月に策定された「中間貯蔵除去土壌等
の減容・再生利用技術開発戦略」と同戦略の「工
程表」によく現われている（図 5）。戦略策定に
先立つ 15 年 12 月の中間貯蔵除去土壌等の減容・





量 2,200 万㎥の 0.18％）まで減らせる可能性が
あるとしている 12）。




















に、2015 年 9 月から 11 月にかけて NHK が東


























































　さらに 2016 年 12 月になって、経済産業省の
東電改革・1F 問題委員会で、事故処理費用の総
額がこれまで想定していた 11 兆円から 21.5 兆円
に倍増するとの見積もりが示された（経済産業省，
2016; 東京電力改革・1F 問題委員会，2016）。
除染は 2.5 兆円から 4 兆円に、中間貯蔵施設の整
































































依頼を受けて 2012 年 9 月にまとめた「回答」で
提唱した、HLW の「暫定保管」政策の具体化に
向けた社会的合意形成を進めるための考え方を

















































































































あり、学識経験者 2 名、県と両町の担当職員各 2
名のほか、両町が指名した住民各 4 名を委員とし
て、2015 年 4 月から 16 年 11 月までに郡山市な
どで計 6 回の会合を行なっている 19）。施設の建設・
運営などに関する立地地域「住民」の意思を反映
するための枠組みとして、同委員会の積極的な活
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（環境省，2011b）。6 月 16 日には、8,000Bq/kg
以下の汚泥は管理型処分場並みの施設で埋め立て









対処特措法が成立後の 8 月 31 日には、8,000 ～





が 2016 年 8 月にまとめた第 6 次提言では、東京











7） 楢葉町は 2015 年 9 月に避難指示が解除された。
川内村は 16 年 6 月に全域で、葛尾村は同じ 6 月、
南相馬市は 7 月に、帰還困難区域を除き避難指



















北新報』2016 年 10 月 8 日付）。
9） 指定廃棄物をめぐる比較的最近の動向に関して、
杉本（2015）；津川（2016）などを参照。
10） 国は 2013 年 12 月に最終処分計画を町側に申し
入れている。15 年 11 月に丸川珠代環境大臣（当
時）が地域振興策と安全対策を提示したことを受
け、12 月に福島県と富岡町、搬入路のある楢葉





















けた実証試験を 2017 年 3 月から南相馬市で行な




14） 「原発事故未処分ゴミ大量に判明」『NHK 首都圏 
























































2016 年 12 月 16 日付）。













































































2011 年 6 月 23 日（https://www.env.go.jp/





の測定及び当面の取扱いについて」2011 年 6 月
28 日（https://www.env.go.jp/jishin/attach/
memo20110628.pdf）．
――，2011d,「8,000Bq/kg を超え 100,000Bq/kg 以
下の焼却灰等の処分方法に関する方針」2011 年





2011 年 10 月 29 日（https://www.env.go.jp/
jishin/rmp/attach/roadmap111029_a-0.pdf）．
――，2012,「除染特別地域における除染の方針（除




に係る基本計画」2014 年 11 月 14 日（http://


















回復検討会（第 17 回・資料 6），2016 年 12 月
20 日（http://josen.env.go.jp/material/session/
pdf/017/mat06_01.pdf）．











京電力改革・1F 問題委員会（第 6 回・参考資料），





考え方」2011 年 6 月 16 日（http://www.mlit.
go.jp/common/000147621.pdf）．
――，2013,「原子力災害からの福島復興の加速に向
















を明示』2016 年 8 月 24 日（http://jimin.ncss.
nifty.com/pdf/news/policy/132939_1.pdf）．
除 染・ 廃 棄 物 技 術 協 議 会，2016,「 減 容・ 再 生 利
用の物質収支に関する試算概要」中間貯蔵除
去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討
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